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当社元従業員等による不正行為発覚に関する特別調査委員会の中間報告について 

 

平成 25 年５月８日付「当社元従業員等による不正行為発覚に関するお知らせ」で公表いたしました

当社元従業員等による不正行為に関しまして、引き続き調査中のため最終結論は出ていませんが、特

別調査委員会において概要がとりまとまりましたので、中間報告として取り急ぎご報告いたします。 

 

 

記 

 

１．発覚の経緯および特別調査委員会における調査について 

  今年４月下旬、当社内部監査室による社内書類の監査で、過去の新店建築工事契約において、一部の

店舗の補修工事契約金額が工事内容と比較し、高いことを不審に思い、当時の担当者（当社元従業員）に

確認したところ、工事契約金額を水増しするなど、過去に不正にお金を着服していたことを認めたため、今回

の件の発覚にいたりました。 

この不正行為の全容解明を図るために、平成 25 年４月 30 日付で、今回の件に関する特別調査委員会を

設立しました。 

委員会メンバーは次の６名です。 

 委員長  上田 匡英       当社  執行役員管理本部長 

 委員    小川 正視       当社  常勤監査役 

 委員    常見 武史       当社  内部監査室長 

 委員    能見 直人       当社  経理部長 

 委員    金井 亨（弁護士）   金井法律事務所（福井県福井市） 

 委員    松岡 茂（税理士）   松岡会計事務所（福井県福井市） 

 

また、現時点までの特別調査委員会の活動は下記のとおりです。 

① 平成 25 年４月 30 日 

   取締役会による委員会メンバーの選出、不正の事象確認、および今後の調査業務の割り当て等を話し

合いました。具体的には、建築業者各社への個別訪問による聞き取り調査等の方針を確認いたしました。 



 ②平成 25年５月 13 日 

   各委員からの各社への個別面談の調査報告、この不正による税務対応、不正処理に関する会計処理

への確認事項を会計監査人と話し合いました。 

 ③平成 25年５月 21 日 

   各委員からの追加調査報告、当社の被害金額の確認方法、および確定の方法等を話し合いました。 

 ④平成 25年５月 2５日 

   元従業員、建築設計士を当社事業本部に呼び、個人に面談を実施し、事実の確認、および個人ごとの

着服金額確認作業を行い、各人よりの返済金額と返済期日について話し合いをしました。 

   また、不正行為を行った不動産業者へ連絡し、不正により受領した金額の返済要請をしました。不正行

為を行った元従業員、建築設計士、不動産業者からは、各々が得た金額の全額を６月20日までに返済す

る旨の意思表示を受けております。 

 

今後につきましては、６月 12 日までに、今回の不正の件の最終調査報告と、再発防止策を取締役会へ提

示する予定です。 

 

 

２．不正行為に関与した対象者について 

 現時点の調査において、当該不正行為に関与した対象者は下記 3名となります。 

 ①当社元従業員の男性（49 歳） 

   平成 18 年３月に当社へ中途入社し、平成 19年９月に執行役員店舗開発本部本部長に就任しました。 

  平成 23 年６月に執行役員を退任後も店舗開発部員として勤務し、平成 25年１月に当社を依願退職しま

した。その後も外部業者として当社の店舗開発業務について取引を継続しておりました。 

 ②愛知県名古屋市に事務所を持つ建築設計士の男性 

   平成 20 年より、当社岐阜県および愛知県の新店の設計業務で取引を継続してきました。 

 ③愛知県名古屋市に本社を持つ不動産業者 

   平成 23 年内にオープンした当社新店３店舗の建設に関わる取引がありました。 

 

 

３．不正行為の内容について     

  現時点の調査において、不正行為として判明しているのは下記の４点となります。                                     

 （１）新店建築および既存店改装などの工事契約代金を水増しし、その差額金を建設業者から架空の仲介

業者へ振り込ませ、その一部を元従業員が着服。 

 （２）新店建築の工事契約代金を水増しし、その差額金を共謀の不動産業者へ振り込ませ、その一部を元

従業員が着服。 

 （３）既存店改装の工事契約代金から、建設業者より共謀の建築設計士へ設計監理料として振り込ませ、そ

の一部を元従業員が着服。 

 （４）新店建築時に使用する床材（セラミックタイル）の設計指定料を、床材業者から共謀の建築設計士へ振

り込ませ、その一部を元従業員が着服。 

現時点では総額約 70,322 千円が元従業員等の不正行為による被害額と見込んでいます。 

 



４．財務諸表への影響について 

 工事金額の水増し等により不正に支出した金額については、固定資産の取得価額の減額（長期貸付金へ

の振替）及び減価償却費の修正をいたします。 

これにより、現在までに判明した当社の各期の経常利益並びに税引前当期純利益の増加見込額、有

形固定資産から長期貸付金への振替見込額は、下記のとおりであります。 

（単位：千円） 

連結会計年度 

又は事業年度 
経常利益の増加見込額 

税引前当期純利益の増

加見込額 

有形固定資産から長期

貸付金への振替見込額 

平成 21 年 6 月期 521 521 7,009 

平成 22 年 6 月期 995 995 5,104 

平成 23 年 6 月期 2,177 2,177 20,038 

平成 24 年 6 月期 3,133 3,133 25,670 

平成 25年 6月期（当期） 3,767 3,767 12,500 

（注）連結財務諸表、財務諸表ともに、同額の影響額となります。 

現時点では、平成24年６月期以前の各期の損益に与える影響額に重要性はないと判断しており、遡

及修正は行わず、平成 25年６月期本決算で収益処理を実施する予定であります。 

 なお、当該不正行為による着服額については、不正行為に関与した対象者 3名への貸付とし、当期

末までに回収する予定をしておりますが、当該末日において未回収となる貸付金については、回収可

能性を勘案し貸倒引当金を設定いたします。 

 

 

５．今後の予定について 

 当社といたしましては、６月12日までに特別調査委員会からの最終調査報告を受けた上で、引き続き特別

調査委員会の助言を受けながら、不正行為の再発防止、内部管理体制全般の見直しと厳正な運用の

徹底を図るための有効な改善策を策定し、本件調査に係る最終報告を取りまとめ、速やかに開示する

予定であります。 

 

以 上  


